
目

令和 7年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

健康長寿課
担当名: 健康長寿担当

内線: 3663 (単位：千円)
会計

S73 健康長寿計画推進事業 一般会
計

衛生費 公衆衛
生費

項
公衆衛生総務
費

健康長寿計画推進事業費
番号 事業名

事 業
期 間

平成19年度～ 根 拠
法 令

健康増進法第3条
地域保健法

款

針路 06
分野施策 0601

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

2
2-1,2-2

　県の健康増進計画である「埼玉県健康長寿計画」を中
心に、県民一人一人がいつまでも健康を実感しながら、
生き生きとした生活を送ることができる健康長寿埼玉の
実現を目指す。あわせて、生涯を通じた生活習慣病予防
対策を総合的に推進するために、地域保健と職域の連携
をより一層強化し、共同して効果的な健康づくり体制の
構築を目指す。
　ア　健康長寿計画評価・検討事業　　　△190千円
　イ　地域・職域連携推進事業　　　　　△374千円
　ウ　健康に関する指標の解析
　エ　地域保健医療計画の推進

（１）事業内容　　　　　　　　　　　　　　(予算)4,141千円-(補正)564千円=3,577千円
　　ア　健康長寿計画評価・検討事業　      (予算)  962千円-(補正)190千円=  772千円
　　　　　健康長寿計画推進検討会議の開催
　　イ　地域・職域連携推進事業　          (予算)2,109千円-(補正)374千円=1,735千円
　　　　　保健指導実施者に対する研修・事例検討の実施
　　　　　地域と職域の共通課題の検討と保健事業等の共同実施
　　ウ　健康に関する指標の解析
　　　　　健康に関する指標の解析を衛生研究所で実施
　　エ　地域保健医療計画の推進

（２）事業計画
　　ア　健康長寿計画の進捗状況の把握・評価及び地域と職域との連携を強化するため、外部有識者等による検討会議を
　　　開催する。
　　イ　県内の保健指導実施者の資質の向上のため、研修や事例検討会を県及び保健所で実施する。協会けんぽ埼玉支部
　　　等の保険者と特定健診受診促進のためのＰＲ活動や中小企業等で働く人への健康づくり支援を行う。
　　ウ　健康寿命、特定健診、死亡統計等のデータから健康に関する指標を算出する。
　　エ　訪問栄養食事指導従事者の資質向上及び体制強化の研修会を実施する。周知啓発を行う。
　
（３）事業効果
　　　健康寿命の延伸　　男性　17.73(令和元年)、17.87(令和2年)、18.01(令和3年)、18.12(令和4年)
　　　　　　　　　　　　女性　20.58(令和元年)、20.66(令和2年)、20.86(令和3年)、21.03(令和4年)
　　　特定健診受診率の向上　　56.3%(令和元年度)、52.1%(令和2年度)、56.0%(令和3年度)、58.1%(令和4年度)

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　保険者協議会、埼玉労働局、協会けんぽ埼玉支部、協定締結企業等との連携を強化する。

（５）補正予算の概要
　　　国庫補助金が当初見込みを下回ったこと及び執行節減による需用費等の減

２　事業主体及び負担区分
【厚生労働省】
地域保健対策推進費補助金
ア、イ、ウ(国1/2・県1/2)
エ(県10/10)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×3.2人＝30,400千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金

決定額 △564 △455

現計額 4,141 1,493 2,648

― 保健医療部 73 ―

人生100年を見据えたシニア活躍の推進

△109 3,577

生涯を通じた健康の確保



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 190千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ △150 ― 【厚生労働省】
公衆衛生費補助金 地域保健対策推進費補助金

補助率　1/2

一般財源 △40 ―

合計 △190 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

報償費 △150 ― 講師謝金の減　△3人分

旅費 △4 ― 委員との打合せの減　△2人分

需用費 △36 ― 執行節減による事務用品代の減

合計 △190 ―

事業内訳書

健康長寿計画推進事業

健康長寿計画評価・検討事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 △ 374千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ △305 ― 【厚生労働省】
公衆衛生費補助金 地域保健対策推進費補助金

補助率　1/2

一般財源 △69 ―

合計 △374 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

報償費 △305 ― 講師謝金の減　△6人分

需用費 △50 ― 執行節減による研修資料印刷代の減

役務費 △19 ― 執行節減による研修資料郵送料の減

合計 △374 ―

地域・職域連携推進事業

主な内容

主な内容


